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2020年 4月急施臨時会（議案質疑） 

休業要請に対する協力金について 
            2020.4.24  江上 

 

新型コロナウイルス感染症対策協力金について 

【江上議員】通告に従い質問します。最初に、新型コロナウイルス感染症で亡くなられた方にご冥

福をお祈りするとともに、療養されている皆さんにお見舞い申し上げます。また、日夜感染を抑え

るために奮闘して見える職員、関係者に感謝申し上げます。 

一般会計補正予算、特に、新型コロナウイルス感染症対策協力金について質問します。 

新型コロナウイルス感染が広がっています。世界的な広がり、特に、大都市で猛烈な広がりとな

っています。それだけに、市民に不安も広がっています。新型コロナウイルス感染の広がりを抑え

る、市民の命と暮らし・営業を守ることに今、全力を尽くすときです。「接触機会の８割削減を早急

にめざし」市民の不要不急の外出を減らすことが求められています。そのことはどなたも思ってい

ることではないでしょうか。ところがそれを実現することが難しい。実現のためには、自粛要請だ

けでは無理です。「お客さんも少ないし店を閉めたいけど、家賃や水光熱費を払わないかんで開け

とくしかない」「融資といったって、返さないかん。徳政令で棒引きにでもしてくれりゃ別だけど、

やっぱり現金が欲しい」。こんな声に応えることです。自粛、自粛の声で、社会活動全体が停滞し、

事業者に影響を与えています。その上に、緊急事態宣言による休業要請です。当然、損失補償がな

ければ事業所を閉じたりすることはできません。 

 

休業要請と損失補償は一体に 

【江上議員】国は、緊急事態宣言を出しながら、損失補償をしません。その点で、今回の協力金は

意義あるものと思います。 

愛知県と名古屋市は、4月 17日から 5月 6日まで休業要請、あるいは、営業時間短縮の要請を行

い、対応した事業所に、1件当たり 50万円を協力金として支出する提案です。 

特に、名古屋市は、3月 7日から 20日まで、感染拡大を防止するために南区と緑区の介護施設に

休業要請を行い、損失を補償するとしました。今回の補正予算で計上されています。英断です。休

業要請したのは感染拡大を抑えるのに大きな効果をもたらしました。そして、その要請にこたえた
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事業所への休業補償は当然のこととはいえ、重要なものです。 

 

今回の協力金は自粛を求めることに対する損失補償の第 1歩と受け止めていいか 

【江上議員】そこで、以下河村市長に質問します。 

第 1に、今回の協力金は、自粛を求めることに対する損失補償の第 1歩と受け止めていいでしょ

うか。また、協力を求めるのが、4月 17日から 5月 6日までですが、今後もまだまだ感染は続くと

思われます。協力金は、今回だけでなく、今後も、考えていくべきと考えますがいかがでしょうか。 

 

丁寧に、公平の上にも公平にやらないと（市長） 

【市長】はじめは東京都、それから愛知県、全国にも広がっており、広げていくことはいいことだ

が、丁寧に、公平の上にも公平にやらないと、ある事業者だけ出るとか、面積のことが言われてい

ますが、商売に貴尊はありません。そこは丁寧にやらなければいけない。一時金は否定しないが、

商売としてを守っていかないかん。公務員も議員も首長も全部守られている。商売だけどうして苦

しむのかということを忘れんようにせないかん。 

 

速やかに協力金を支払うための方法は 

【江上議員】第２です。今回対象になる事業所とか店舗は、新型コロナウイルスが話題となった２

月以降収入や売上が減少しています。今、すぐにでも現金が必要です。協力金は、5 月７日以降速

やかに支出すべきと考えます。 

そこで、質問します。速やかに支出するためにどのような方法を考えているのでしょうか。口座

振替などで迅速に行うべきと考えますがいかがでしょうか。 

 

出来る限り早く届くよう働きかけたい（市長） 

【市長】県と調整がすすめられているので、出来る限り早く事業者に届くよう県に働きかけていき

たい。 

 

協力金の対象事業者を拡充するべきではないか 

【江上議員】第３です。協力金の対象外の事業所も多くあります。市民に外出の自粛を求めており、



3 
 

社会活動そのものが停滞し、直接的だけでなく間接的にも影響を受けています。 

そこで、質問します。協力金の対象事業所をもっと広げるべきと考えますがいかがでしょうか。 

 

業種によってもダメになる不公平をどうするか。丁寧・慎重に（市長） 

【市長】所得の 11 条にずらっと書いてある。それに基づいてやっている。公平に丁寧にやらない

かん。1000平米の限定があり、大須商店街はだめでしょう。業種によってもダメになる。その不公

平をどうするのか。よっぽど丁寧に慎重にやらないかん。 

 

家賃や光熱水費などの固定費に対する補償を考えるべきではないか 

【江上議員】第４に、今回は、協力金ですが、事業所のみなさんで言えば、自粛に協力するには、

それに見合う補償が必要です。最初の声にもあったように、家賃もいる、水光熱費もいる、税金や

保険料の支払いもあります。このような固定費に対して補償を考えるべきですがいかがでしょうか。 

明快な回答を求めて、第 1回目の質問とします。 

 

自由主義経済を守っていくことをやっていく（市長） 

【市長】これはやっぱり公平さとかを考えるについて、一時金を出せばそれでいいという考え方自

体が間違っているでいかん。日本の財政危機はうそです。銀行にものすごい金が余っている。預貸

率、余った金が、名古屋市 10兆円、愛知県 20兆円です。そういった金をどうやって商売やってい

る人に、いってみれば資本注入して、自由主義経済、資本主義経済を守っていくために、商売やっ

ている人とその雇用を支えていく資金繰りを全面的にせないかん。ということで、一歩一歩なにを

やる、これをやる、なにをやるというのももいいが、全体的な仕組みとして自由主義経済を守って

いくことをやっていくということで、総額 5000億円、まず第一弾です。名古屋で銀行だけで 10兆

円余っているから、そちらの方向で。5 年間の返済猶予。金融機関も柔軟に応じるといっているの

で、仕組みそのもので商売と雇用を守るという決意のもとで、全国に広がることを祈っている。大

事なことです。 

 

休業要請と損失補填をしっかりと（要望） 

【江上議員】協力金について、これから対応をしっかりお願いします。 
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市長は、家賃や水光熱費などの固定費に対する補償を求めましたが答えませんでした。そして、

融資制度の新設を回答されました。新たな融資制度は、設備資金や運転資金のためであって現時点

からこれからのものです。それはそれで今後に生きるものと評価します。が、もう一つ、自粛を求

め、休業要請をしっかりと行い、赤字に対する穴埋め、損失補償をしっかりと求めます。（市長答弁

が長すぎて時間切れ） 

（以下発言できず） 

 

 

憲法29条第３項に、「私有財産は、正当な補償の下に、これを公共のために用いることができる。」

とあります。感染拡大防止という公共のために、休業を求められたのですから、「正当な補償」損失

補償を行うことが憲法からも求められています。 

事業を失敗したから赤字ではありません。「自粛、休業要請とともに損失補償」がなければ、感染

拡大防止のための接触機会 8割削減は実現できないのではないでしょうか。また、本気の呼びかけ

とは受け止められないのではありませんか。 

赤字補てん、損失補償、と融資両方が必要です。国や県に求めるとともに、市独自に市民の不安

にこたえ、不要不急の事業を見直し、財源を確保して、命と暮らし・営業を守る名古屋の実現を求

めて質問を終わります。 

 

 


